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2024年4月～の改正点

# 種類 変更点 詳細

1 専門業務型 導入運用フローの変更 適用する従業員からの個別同意が必要に！

2 労使協定の
内容追加

①制度の適用に当たって労働者本人の同意を得ること
②制度の適用に労働者が同意をしなかった場合に不利益な取扱いをしないこと
③制度の適用に関する同意の撤回の手続
④同意及び同意の撤回の労働者ごとの記録を協定の有効期間中及びその期間
満了後５年間（当面の間は３年間）保存すること

3 適用業種の拡大【銀行又は
証券会社以外の企業には関
係がありません！】

適用業種に「銀行又は証券会社における顧客の合併及び買収に関する調査又は
分析及びこれに基づく合併及び買収に関する考案及び助言の業務」（いわゆるＭ
＆Ａアドバイザー）が追加

4 企画業務型 労使委員会運営規程の内
容追加

①対象労働者に適用される賃金・評価制度の内容についての使用者から労使
委員会に対する説明に関する事項（説明を事前に行うことや説明項目など）を
追加
②制度の趣旨に沿った適正な運用の確保に関する事項（制度の実施状況の把
握の頻度や方法など）を追加
③労使委員会の開催頻度を６か月以内ごとに１回とすることを追加

5 労使委員会の
決議内容追加

①対象労働者に適用される賃金・評価制度を変更する場合に、労使委員会に
変更内容の説明を行うことを追加
②同意の撤回の手続きと、同意とその撤回に関する記録を保存することを追加

6 導入運用フローの変更 定期報告の頻度について、労使委員会の決議の有効期間の始期から起算して初
回は６か月以内に１回、その後１年以内ごとに１回になります。
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裁量労働制

専門業務型
裁量労働制

企画業務型
裁量労働制

・限定された20業務
・労使協定の締結・届出
・労働者の同意

・労使委員会の設置
・労働者の同意
・労使委員会の決議・届出
・実施後の定期報告

裁量労働制とは、「労働時間を実労働時間ではなく一定の時間とみなす制度」のことです。
出退勤時間の制限が無くなり、実労働時間に応じた残業代は発生しません。
裁量労働制度には「専門業務型裁量労働制」と「企画業務型裁量労働制」があります。

ハードル
高

大前提の説明：裁量労働制の取扱い

2024年4月改正
※赤太字
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専門業務型裁量労働制

◆厚生労働省令で定める20業務

①研究開発
②システムエンジニア
③取材・編集
④デザイナー
⑤プロデューサー・ディレクター
⑥コピーライター
⑦システムコンサルタント
⑧インテリアコーディネーター
⑨ゲームソフトの創作
⑩証券アナリスト
⑪金融商品の開発
⑫大学での教授研究
⑬M&Aアドバイザー
⑭公認会計士⑮弁護士⑯建築士⑰不動産鑑
定士⑱弁理士⑲税理士⑳中小企業診断士

専門業務型裁量労働制とは、業務の性質上その遂行の方法を大幅に労働者の裁量に委ねる必要があるため、
当該業務の遂行の手段及び時間配分の決定等に関し使用者が具体的な指示をすることが困難なものとして
厚生労働省令で定める業務（20業務）のうち労使協定で定める業務が対象業務となります。

この20業務以外は適用で
きない

◆労使協定に記載すべき事項

①対象業務
②みなし労働時間（1日の労働時間として算定される時
間）
③裁量労働制を実施する旨（対象業務の遂行の手段及
び時間配分の決定等に関し、使用者が具体的な指示をし
ないこと）
④制度の適用に当たって労働者本人の同意を得ること
⑤制度の適用に労働者が同意をしなかった場合に不利益
な取扱いをしないこと
⑥制度の適用に関する同意の撤回の手続
⑦対象労働者の健康及び福祉を確保するための措置を使
用者が講ずること
⑧対象労働者の苦情の処理に関する措置を使用者が講ず
ること
⑨労使協定の有効期間の定め
⑩把握した労働時間の状況と講じた健康・福祉確保措置、
苦情処理措置、同意及び同意の撤回の労働者ごとの記
録を労使協定の有効期間中及びその満了後３年間保存
すること

2024年4月改正
※赤太字

2024年4月改正
※赤太字
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◆従来（2024年3月末まで）

労使協定書
の策定

労使協定届の労働
基準監督署への届出

専門業務型裁量労働制の
実施の流れ

◆2024年4月～

労使協定書
の策定

対象労働者
の同意

労使協定届の労
働基準監督署へ
の届出

新たに同意の取得が必須となりま
した！なお労使協定の有効期間
ごとに同意を得ないとなりません！

実
施

実
施

記載事項を追加する必要があります。
なお自動更新は認められないことが

あらたに明記されました！
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専門業務型裁量労働制
労働者からの個別同意取得の詳細

労働者からの個別同意を取得するにあたっては、労使協定の内容等の制度概要、賃金・評価制度の内容、
同意しなかった場合の配置・処遇について明示した上で説明して労働者本人の同意を得ることが適当（た
だ義務までではない）とされています。義務ではないとはいえ、従業員から真に同意が得られたと認められな
い場合裁量労働制の効果が及ばないと判定されるリスクもありますので、弊所で説明資料のサンプルもお作
りしていますので自社の実情に合わせアレンジいただき説明資料を展開の上、個別同意を取得いただくと、真
摯に説明したという証拠固めにもなりますし、より裁量労働制の適用について納得感の増すリスクの少ない運
用となります。

なお、中途入社の方等、入社初日から対象にしたい場
合等もあるかと考えますが、対象労働者の同意は、必ず
しも入社日以降でなくとも内定～入社のタイミングで取
得することも可能です。
2023年11月14日：中央労働基準監督署確認済

2024年4月改正
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専門業務型裁量労働制
労働者からの個別同意取得の詳細

労働者からの個別同意を取得するにあたっては、口頭のみでなく書面や電磁的記録等記録の残る形式で
同意を取得することが適切とされています。義務規定ではないものの実務としては、トラブル防止のため書面
取得が必須と考えてよいです。（なお同意取得にあたっては電子押印等でも問題ありません。）
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今般の法改正における就業規則の改定について

今後専門裁量労働制については「個別同意を取得した労働者」が対象者となるわけですが、就業規則の変
更については下記のSample条文のように対象従業員を定めている場合、労使協定で結局個別に同意取
得を行うことを記載することになるため、特段就業規則の文言変更を行う必要はありません。
※下記条文案は弊社で就業規則をお作りの企業さまにはこのような文言でご提案しているものです。

第●条 （専門業務型裁量労働制）
専門業務型裁量労働制は、労使協定で定める対象従
業員に適用する。
（２）前項で適用する従業員（以下「裁量労働適用
者」という。）が、所定労働日に勤務した場合には、本規
程第●条に定める労働時間に関わらず、労使協定で定
める時間（以下「みなし労働時間」という）労働したもの
とみなす。
（３）始業・終業時間及び休憩時間は、本規程第●
条に定める所定労働時間、所定休憩時間を原則とする
が、業務遂行の必要に応じ裁量労働適用者の裁量により
具体的な時間配分を決定するものとする。
（４）休日は、本規程第●条に定めるところによる。
（５）裁量労働適用者が、休日又は深夜に労働する場
合については、あらかじめ所属長の承認を受けなければな
らない。

「労使協定で定める個別に同意を取得した対象従業員」

のように、個別同意を取得する旨をあえて就業規則に記載し
なくともよいということです。
（2023年11月15日 渋谷労働基準監督署 確認済）
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企画業務型裁量労働制の概要

企画業務型裁量労働制は業種を問わず、事業の運営に関する事項についての企画、立案、調査及び
分析の業務を行ういわゆるホワイトカラー職×経営に近い業務を行う労働者を対象とする制度です。専
門業務型裁量労働制よりも採用の要件が厳しいことがその特徴です。

◆対象業務

以下のイからニの４要件すべてを満たす業務

イ 業務が所属する事業場の事業の運営に関するも
のであること（例えば対象事業場の属する企業等に
係る事業の運営に影響を及ぼすもの、事業場独自
の事業戦略に関するものなど）
ロ 企画、立案、調査及び分析の業務であること
ハ 業務遂行の方法を大幅に労働者の裁量にゆだね
る必要があると、業務の性質に照らして客観的に判
断される業務であること
ニ 業務の遂行の手段及び時間配分の決定等に関
し、使用者が具体的な指示をしないこととする業務で
あること

◆対象労働者

対象業務を適切に遂行するための知識、経験等を
有する労働者であって、かつ企画業務型裁量労働

制により労働することについて同意をした労働者

企画裁量は以前から個別同意が必
要となっていたので今般の改正での

変更はありません。
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企画業務型裁量労働制の
導入の流れ

◆企画業務型裁量労働制の実施の流れ

労使委
員会の設
置

労使委
員会の
決議・
届出

対象労働
者の同意
確認

実
施

定期報告＆
記録・保存

企画業務型裁量労働制は導入にあたり踏むべきステップが多く。専門業務型裁量労働制よりも採用の
要件が厳しいことがその特徴です。具体的には下記のような手続きが必要となります。



Copyright 🄫2023 TERASHIMA STRATEGIC HR OFFICE 11

企画業務型裁量労働制
採用の要件①労使委員会の設置

1. 下記の要件に適合する労使委員会の設置

Category Details

目的 賃金、労働時間その他の当該事業場におけ
る労働条件に関する事項を調査審議し、事
業主に対し当該事項について意見を述べる
ことを目的とする委員会であること

委員の構成 委員の半数については、当該事業場の労働
者の過半数で組織する労働組合がある場
合にはその労働組合、そのような労働組合が
ない場合には労働者の過半数を代表する者
に任期を定めて指名されていること

※労使各1名の計2名は労使委員会として
認められないため注意

議事録 委員の開催の都度作成し、かつ、開催の日
から起算して3年間保存するとともに労働者
に周知すること

運営規程 委員会の招集、定足数、議事その他委員
会の運営について必要な事項に関する規程
が定められていること

規程策定必須
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労使委員会運営規程の改定

今般の法改正により、労使委員会運営規程の内容に下記の内容を追加する必要があります。

①対象労働者に適用される賃金・評価制度の内
容についての使用者から労使委員会に対する説
明に関する事項（説明を事前に行うことや説明
項目など）
②制度の趣旨に沿った適正な運用の確保に関す
る事項（制度の実施状況の把握の頻度や方法
など）
③労使委員会の開催頻度を６か月以内ごとに１
回とすること

2024年4月改正

◆労使委員会運営規程に追加する内容

なお労使委員会運営規程について
は労基署への届け出は特段不要と
いう運用になっています。
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企画業務型裁量労働制
採用の要件②労使委員会の決議

①対象業務
②対象労働者の範囲
③みなし労働時間（1日の労働時間として算定される時間）
④対象労働者の健康及び福祉を確保するための措置を使用者が講ず
ること
⑤対象労働者の苦情の処理に関する措置を使用者が講ずること
⑥使用者は、裁量労働制を適用することについて労働者の同意を得な
ければならないこと
⑦同意をしなかった労働者に対して解雇その他不利益な取り扱いをし
てはならないこと
⑧制度の適用に関する同意の撤回の手続き
⑨対象労働者に適用される賃金・評価制度を変更する場合に、労使
委員会に変更内容の説明を行うこと
⑩労使委員会の決議の有効期間の定め
⑪労働時間の状況、健康・福祉確保措置の実施状況、苦情処理措
置の実施状況、同意及び同意の撤回の労働者ごとの記録を決議の
有効期間中およびその期間満了後3年間保存すること

企画業務型裁量労働制を採用するためには、労使委員会がその委員の5分の4以上の多数による議
決により次の事項に関する決議をし、当該決議を労働基準監督署に届出が必要です。

2024年4月改正
※赤太字部分
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労使委員会での再決議

今般の法改正により、2024年3月末までに労使委員会にて下記の内容を追記した決議を行う必要
があります。

①対象労働者に適用される賃金・評価制度を変更する
場合に、労使委員会に変更内容の説明を行うことを追加
②同意の撤回の手続きと、同意とその撤回に関する記録
を保存することを追加

2024年4月改正
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企画業務型裁量労働制
採用の要件②労働者本人の同意

企画業務型裁量労働制を採用するためには、従業員本人より同意を取得する必要があります。（従
来より改正なし）
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企画業務型裁量労働制
採用の要件③定期報告の義務

企画業務型裁量労働制は、実施後の義務として決議の有効期間の始期から起算して初回は6か月以
内ごとに1回、その後は1年以内ごとに1回
①対象労働者の労働時間の状況②対象労働者の健康及び福祉を確保するための措置の実施状況
③同意及び同意の撤回の状況を
労働基準監督署に報告しなければなりません。
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企画業務型裁量労働制の
実施の流れ

労使委
員会の設
置

労使委
員会の
決議・
届出

対象労働
者の同意

実
施

6か月に1回
の労基署への
定期報告＆
記録・保存

◆従来（2024年3月末まで）

◆2024年4月～

労使委
員会の設
置

労使委
員会の
決議・
届出

対象労働
者の同意

実
施

初回のみ6か月後
に1回、その後は1
年に1回の労基署
への定期報告＆記
録・保存

定期報告の頻度が変わりま
した！
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※参考※専門裁量協定届 新様式
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※参考※専門裁量協定届 新様式
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※参考※企画裁量協定届 新様式
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※参考※企画裁量協定届 新様式
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※参考※企画裁量報告書 新様式
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※参考※企画裁量報告書 新様式
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2024.3月末までの対応ステップ
～専門業務型裁量労働制～

2024年1月 2024年2月 2024年3月

労使協定書本体改定
案策定・締結

労使協定届 労基署届出

裁量労働制適用者 個別同意書締結

下記は余裕をもった対応ステップスケジュールの一案です。弊所より専門裁量労働制適用を把握してい
る（弊社で裁量労働制の労使協定を労基署に届出を行っていたり、資料共有により専門裁量労働制
を適用していることを弊社が把握している企業様）企業様には個別にフォローアップさせていただきます。
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2024.3月末までの対応ステップ
～企画業務型裁量労働制～

2023年12月 2024年1月 2024年2月 2024年3月

労使委員会運営規程改定

労使委員会を開催し、労使委員会運
営規程の改定内容を確認・新決議書

締結

決議届 労基署届出
※決議届は始期を4/1～としないと有効期間中、
2回目の報告以降の報告頻度を1年に1度にす
ることができないので基本は始期を4/1とする

のをお勧めしています。

企画裁量労働制適用者 個別同意書締結

下記は余裕をもった対応ステップスケジュールの一案です。弊所より企画裁量労働制適用を把握している（弊社で企
画労働制の労使協定届を労基署に届出を行っていたり、資料共有により企画裁量労働制を適用していることを弊社が
把握している企業様）企業様には個別にフォローアップさせていただきます。
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2023年11月時点での政府発表資料に基づき策定しており、今後アップデートがある場合には適宜お知ら
せいたします。
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